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OUR VISION

2

食の世界をもっと自由に、もっと笑顔に。

食に関わる全ての人が、

自分らしく、自律的に、持ち味を発揮し、

これまでにない「食」の歓びを

提供・体験できる世の中を目指します。

それは、今の「食」だけじゃない。

この先もずっと「食」の歓びが続いていくように、

食にまつわる課題や、食を育む地球環境の問題に向き合うこと。

そして何より、食の産業に寄り添うお客様や私たち自身が、

自由に発想し、笑顔で働き続けられること。

その結果、

「食」の歓びを、未来につなげ

「食」を通じて、一人ひとりがいきいきと、

心から愉しめる世界を実現します。
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会社概要
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クックビズ株式会社

2007年12月10日

749,243千円

代表取締役社長　藪ノ 賢次

大阪府大阪市北区芝田二丁目7番18号　LUCID SQUARE UMEDA 8階

（連結）107名　（単体）100名（パート・アルバイト及び嘱託社員を除く）
　　
人材サービス事業　研修事業

きゅういち株式会社
PROJECT A株式会社（ワールドインワーカー株式会社へ商号変更予定）

＊2023年1月末日時点

・社名

・設立

・資本金

・代表者

・本社所在地

・従業員数

・事業内容

・関係会社

5

社名 クックビズ株式会社

設立 2007年12月10日

資本金 749,243千円

代表者 代表取締役社長　藪ノ 賢次

本社所在地 大阪府大阪市北区芝田二丁目7番18号　LUCID SQUARE UMEDA 8階

従業員数 （連結）107名　（単体）100名　（パート・アルバイト及び嘱託社員を除く）　

事業内容

食ビジネスの変革支援事業
・転職支援・人材ソリューション事業
・経営ソリューション事業
・事業再生

関係会社 きゅういち株式会社、PROJECT A株式会社（ワールドインワーカー株式会社へ商号変更予定）

※2023年1月末時点

会社概要
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経営陣のご紹介（取締役）
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藪ノ 賢次 鳥海 直樹 吉崎 浩一郎Kenji Yabuno Naoki Toriumi Koichiro Yoshizaki

代表取締役社長 取締役 社外取締役

1980年、大阪府出身。2004年に大阪府立大学 

工学部卒業後、すぐに起業。幾つかのサービス

の立ち上げを経験し、2007年12月にクックビズ

を設立し代表取締役就任。

有限会社ネクシティ設立

当社設立　代表取締役社長

当社　代表取締役社長CEO

当社　代表取締役社長（現任）

きゅういち株式会社　代表取締役社長（現任）

1980年、神奈川県出身。ヤフー株式会社（現

・Zホールディングス株式会社）、株式会社リク

ルートエージェント（現・株式会社リクルー

ト）等を経て、2018年タイプエックス・アンド

・カンパニー株式会社を設立し、代表取締役に

就任（現任）。2021年11月入社、取締役に就

任。

1966年、東京都出身。シュローダー・ベン

チャーズ株式会社（現・株式会社MKSコンサル

ティング）、カーライル・グループを経て、

2009年、株式会社グロース・イニシアティブを

設立し、代表取締役に就任（現任）。その他、

株式会社アルフレックスジャパン（現任）や株

式会社海外需要開拓支援機構（クールジャパン

機構）取締役を務め、2016年2月より当社取締

役就任。

会社概要

1966年、東京都出身。三菱信託銀行株式会社、

日本AT&T株式会社を経て、1998年、シュロー

ダー・ベンチャーズ株式会社、株式会社MKSパー

トナーズ、カーライル・グループ等でVC/PE投資

を幅広く実践。2009年、株式会社グロース・イ

ニシアティブを設立、代表取締役（現任）就任。

その後、クールジャパン機構にて取締役最高投資

責任者(CIO)を経て、現在、中堅中小企業への投

資や上場・非上場の成長企業の社外取締役を務め

る。2016年2月より当社取締役就任。
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経営陣のご紹介（監査役）
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遠藤 隆史 嶋内 秀之 福本 洋一Takashi Endo Hideyuki Shimauchi Yoichi Fukumoto

常勤監査役 監査役 監査役

1975年、東京都出身。2014年、当社 人材紹介

事業部（現・採用支援サービス部）入社。2017

年、当社人材紹介事業部 部長代理就任を経て、

2018年、当社内部監査室（現・内部監査グルー

プ） 室長 就任。その後、2021年2月より当社監

査役（現任）を務める。

1973年、京都府出身。1996年に入社したオリッ

クス株式会社にてベンチャー投資等に携わり、

2009年株式会社アントレプレナーファクトリー 

を設立し、代表取締役に就任。また、立命館大

学／大学院 非常勤講師を務め、2013年12月よ

り当社監査役に就任。

1975年、大阪府出身。2003年、弁護士登録（大

阪弁護士会）、第一法律事務所（現・弁護士法

人第一法律事務所）入所。2014年弁護士法人第

一法律事務所 パートナーに就任（現任）。2016

年には日本システム監査人協会理事に就任。同

年より当社監査役に就任。

会社概要
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事業・サービス全体像

これまで支援し続けた「人」を起点に、飲食店の新たな収益機会や業態の創出と変革
にかかる店舗・業務・人材・資金をトータルサポートすることで食産業の再成長に貢
献します。

人材支援領域（HR事業） 経営支援領域

事業再生領域

■情報発信

■研修サービス

■スカウトサービス

■求人広告サービス■人材紹介サービス

■水産物の冷凍加工業

事業内容

9

cookbiz FC
■フランチャイズ本部事業

採用総合パッケージ
■採用総合支援サービス

■特定技能外国人の人材紹介・登録支援

人材支援領域（HR事業）

■情報発信

■研修サービス

■スカウトサービス
■求人広告サービス
■人材紹介サービス

採用総合パッケージ
■採用総合支援サービス

■特定技能外国人の人材紹介・登録支援
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完全成功報酬型・初期費用無料。マッチングと定着を重視し、キャリアアドバイザー
が面談の上、マッチする人材を企業へ推薦。即戦力やピンポイント採用に効果的。

人材紹介サービス

10

事業内容
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正社員からパート・アルバイトまで、年間150万人が訪れる飲食特化の求人情報サイ
ト「クックビズ」。業界最大級の求人数で、全業態・全職種をカバー。掲載課金型。

求人広告サービス

11

事業内容
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約16万人の飲食人材データベースから、会いたい人材に直接スカウトできるダイレ
クトリクルーティングサービス。月額課金型（サブスクリプション方式）。

スカウトサービス

12

事業内容
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飲食・サービス業特化の研修サービス。50種類以上の実践型カリキュラムがあり、
訪問型研修だけでなく、集合型やオンラインでの公開講座も実施。

教育研修サービス

13

事業内容
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採用総合支援サービス

14

採用総合パッケージ

中堅成長企業

大手企業

～

スカウト

人材紹
介

求人広
告

教育
研修

採用
ブラン
ディング

各社の年間採用戦略や計画に
合わせたパッケージ提案やRPO

・他社求人媒体の選定・ディレクション
・Web広告運用・集客分析・改善
・採用業務代行（書類選考・一次面接）

１案件
1,000万円～5,000万円

人材採用にまつわる顧客のお困りごとを
総合的に支援・解決するワンストップ型サービス

当社の求人サービスや研修サービス、採用ブランディング等、当社のあらゆるサービ
スを組み合わせ、企業の人員不足や組織構造課題を総合的に解決。

事業内容
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フランチャイズ本部事業

有力な飲食ブランドのFC加盟店を募集し、当社が本部として店舗運営を管理。出店
時の人材採用や人材育成・教育についても既存の事業基盤を活かし出店をサポート。

15

事業内容● 第1弾として、鰻業態をリリース。顧客単価が高く、アルコールに依存せ
ず、昼間や早い時間帯のディナーの集客が見込まれることから、コロナ禍・
アフターコロナに適した業態と言える。

● 今後年間を通して複数業態を開発予定。以下の基準でブランド選定を行う。
- 業態として展開・拡大が期待できる
- 業務の体系化がされている、もしくは体系化可能である
- 単品業態やシンプルな業態である
- イートインだけでなく、テイクアウトやデリバリーにも向いている
- 単価が低すぎない

● 有力な飲食ブランドを持つ企業と当社がマスターFC契約を締結。

● 全国でFC加盟店を募集し、当社が本部として運営管理を行う。出店におけ
る人材採用・教育は、既存の事業基盤を活かしシナジーを創出。

● FCブランド第1弾では鰻業態をリリース。高単価かつ、アルコール依存がな
いランチ・食事業態である点はアフターコロナにも適した業態と言える。

● 既存の人材サービスで取引のある、有力なブランドをもつ飲食企業と当社が
マスターFC契約を締結。FCブランド第1弾として鰻業態をリリース。高単
価かつアルコールにも依存せず、アフターコロナに適した業態と言える。

● 全国でFC加盟店を募集し、当社が本部として運営管理を行う。出店におけ
る人材採用・教育は、既存の事業基盤を活かしシナジーを創出。

● 既存の人材サービスで取引のある、有力な飲食ブランドを保有する飲食企業と当
社が、マスターフランチャイズ契約を締結。第1弾ブランドとして鰻業態をリ
リース。今後もアフターコロナに強い業態を開発予定。

● 全国でFC加盟店を募集し、当社が本部として運営管理を行う。出店における人
材採用・教育は、既存の事業基盤を活かしシナジーを創出。
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事業再生

16

付加価値の高い事業や商品を有する企業・店舗に対して、事業再構築や財務周りを包
括的にサポートし、対象企業の企業価値を最大化する。

事業内容

後継者無

食ビジネス事業者が抱える事業継続の経営課題（経営者の高齢化、事業の成長鈍化、後継者不在）

事業再生 事業承継

私的整理
・私的整理ガイドライン
・事業再生ADR
・中小企業再生支援協議会
・REVIC 等

法的整理

  ・民事再生
  ・会社更生

事業売却（M&A） 親族内承継

後継者有

当社の考える「食 × 事業再生」の対象領域

解決策のひとつとして・・

食ビジネス事業者が抱える事業継続の経営課題
経営者の高齢化 事業の成長鈍化 後継者不在

解決策のひとつとして…

事業再生 事業継承
後継者なし 後継者あり

当社の考える「食 × 事業再生」の対象領域

私的整理 法的整理

事業売却（M＆A） 親族内承継私的整理ガイドライン
事業再生ADR

中小企業再生支援協議会
REVIC 等

民事再生
会社更生
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有効求人数と労働力の推移

18

出所：厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」有効求人数（実数）年平均
　　　総務省「労働力調査」労働力人口 月別結果の季節調整値平均

■ 労働力人口　● 有効求人数

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年
0

5,000

10,000

15,000

0

100

200

300
（単位：万人） （単位：万件）

6,632

167.4

193.9

212.1
227.7

237.4
253.0

269.6 278.0
273.7

6,596 6,565 6,592 6,609 6,625 6,679 6,732 6,849 6,912 6,902 6,907

需要と供給ギャップの拡大
140.4

市場環境

2022年

6,902

216.6 216.7

247.4

6,632 6,596 6,565 6,592 6,609 6,625 6,679 6,732 6,849 6,912 6,902 6,9026,907

● 2010年以降の有効求人数の増加に対し、労働力人口はほぼ横ばい。

● 一時的にコロナ禍で雇用の需給バランスが逆転したものの、経済活動の再開にと
もない慢性的な人材不足が再度継続する見込み。
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労働人口の将来予測

19

（単位：万人）

2010年 2015年 2020年 2030年 2050年

拡張・多様化する人材関連市場労働力人口の変遷と見通し
推計値実績値

出所： 総務省「労働力調査」労働力人口 月別結果の季節調整値平均
　　　 みずほ総合研究所

6,632 6,625
6,868

5,880

4,640

従来の人材ビジネス市場

テクノロジー
（IT / DX） 外国人

外部委託
（BPO / RPO） 女性・シニア

市場環境

● 労働力人口の将来予測は2020年比で2050年には70％弱程度になる見通し。

● 不足する労働力を補うべく、テクノロジー（IT / DX）や外部委託・アウトソー
シング（BPO / RPO）の活用、外国人や女性・シニアの更なる台頭など、従来
の人材ビジネス市場に留まらない市場が再形成される。
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全業種においては、ほぼ変動はないものの、飲食業界における求人ニーズは増加傾
向。21年10月以降は特に求人ニーズの高まりを見せている。

有効求人倍率の推移

20

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

3.24

3.40

1.35

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

※出所：厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」

　　接客・給仕の職業　　　　飲食物調理の職業　　　　全体

1月 6月 12月 12月1月 6月 12月 1月 6月 12月 1月 6月 12月 1月 6月 12月 1月 6月

市場環境
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潜在取引先

国内市場だけでも潤沢な成長余力

21

出所：※ 1　「中小企業実態基本調査」令和３年確報（令和２年度決算実績）

潜在取引先 潜在登録者

国内の宿泊業・飲食サービス事業者

約47万社（※１）

国内の宿泊業・飲食サービス業

約47万社（※1）

国内の飲食店従事者

約312万人（※2）

出所：※2　総務省統計局「労働力調査（基本集計）」2021年（令和3年）11月分結果

クックビズ取引先

約9,300社

クックビズ登録者

約21万人

出所：※ 1　「中小企業実態基本調査」令和３年確報（令和２年度決算実績）

クックビズ取引先
約9,300社

潜在登録者

国内の宿泊業・飲食サービス業従事者

約330万人（※２）

出所：※2　総務省統計局「労働力調査（基本集計）」2022年（令和4年）12月分結果

クックビズ登録者
約22万人

市場環境

21

国内の飲食関連業において、今後当社の取引先や求職登録者になりうる宿泊業・飲食
サービス事業者や飲食店従事者は潤沢に存在している。
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飲食業界における採用課題

22

業種 入職率 離職率

飲食サービス業・宿泊業 20.3% 15.0%

医療・福祉 9.8% 9.9%

卸売業・小売業 7.7% 8.0%

その他サービス業 11.3% 11.1%

製造業 5.6% 5.5%

教育・学習支援業 11.0% 12.2%

出所：厚生労働省「雇用動向調査」令和4年上半期 産業別の入職と離職

市場環境

飲食業界は全産業の中で突出して入職率・離職率が共に高く、極めて人材の流動性が
高い業界である。そのため、人材採用ニーズだけでなく人材育成・定着にも課題や
ニーズがある。
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飲食業界経験者が多い登録者構成

24

男女
比

男
性
67
％

女性
33％

男女
比

48%

22%

19%

3%
5%

経験職
種

経験業態

3%

年齢層 経験職種

経験ジャンル　※一部抜粋

20代
32.9％

30代
23.0％

その他
19.9％

40代
22.4％

10代
1.8%

キッチン・
料理長・
調理系

58.5％
ホール・サービス系

18.7％

店長・SV・マネージャー系
4.7％

専門職・本部職系
3.5％

経営・事業部長系
1.8％ その他

12.8％

12
10

8
6
4
2
0

（単位：％）

居酒屋 居酒屋 居酒屋 居酒屋 居酒屋 居酒屋 居酒屋 居酒屋 居酒屋 居酒屋 居酒屋 居酒屋 居酒屋 居酒屋 居酒屋

居酒屋 　ホテル・
　旅館　

洋食全般 イタリアン 介護・病院
給食・食堂

和食全般 フレンチ 割烹・懐石
日本料理

カフェ 食品・
小売・流通

製菓・
パティスリー

創作・
ダイニング

製パン・
ブーランジェ
リー

中華料理 バー・
バール

強みと特徴（競争力の源泉）

● 全登録者22万人において、飲食業界経験者は9割以上。

● 飲食業界でのキャリアアップを考える様々な職種・ジャンルの経験者が利用。

※出所：当社調べ（2022年9月現在）
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幅広い取引先企業
● 取引先企業数は約9,300社（うち飲食関連の上場企業は150社超）※当社調べ（2023年2月現在）

● 飲食業界ではカフェ・ファストフードから居酒屋・レストランまで幅広く、また飲食業界外
ではホテル・ブライダル等のホスピタリティ産業に加え、病院・給食等の集団調理まで様々
な業種・業態で利用されている。

幅広い取引先企業群（一部抜粋）

25

ホテル・ブライダル居酒屋・レストランカフェ・ファストフード 病院・給食・社員食堂

※取引先企業例（順不同）

強みと特徴（競争力の源泉）

カフェ・ファストフード 病院・給食・社員食堂 居酒屋・レストラン ホテル・ブライダル

つるとん
たんロゴ
予定

● 取引先企業数は約9,300社（うち飲食関連の上場企業は150社超）
※当社調べ（2023年2月現在）

● 飲食業界ではカフェ・ファストフードから居酒屋・レストランまで幅広く、また
飲食業界外ではホテル・ブライダル等のホスピタリティ産業に加え、病院・給食
等の集団調理まで様々な業種・業態で利用されている。
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競合他社

業界
トップクラス
ポジション
（28頁）

飲食店といえばアルバイト求人だった市場環境の中で、「飲食 × 正社員」の領域を見
出し、10年間かけてビジネスモデルを構築し競争優位を確立。

当社を取りまく競争環境の分析

26

※当社調べ（ 2022年2月現在）

強みと特徴（競争力の源泉）

飲食人材サービス全体像　　　 東京　　　　      名古屋　　　   　  大阪                    海外

　　人材紹介サービス

　　スカウトサービス

　　求人広告サービス

　　アルバイトサービス

競合Ａ
業界特化 

競合Ｂ 
業界特化 

競合Ｃ
業界特化 

大手総合媒体

● 飲食業に特化した人材サービスにおいて、競合と比較して最大のカバレッジと、それ
を支える飲食業界経験者の社員（社員の５人に１人が業界出身者）が当社の強み。

買い手（求人企業）

飲食業界は全産業の中で入職率・離
職率が共に高く、極めて人材の流動
性が高い業界である。
また求人倍率も高いため、買い手（求
人企業）の脅威は小さい。

代替品

中途採用をせずにアルバイトにより短
期的な人員需要を充足することが可
能。

売り手（求職者）

求職者は職務経歴書を複数の人材
紹介会社に登録することを手間と考
えるためスイッチングコストが発生す
る。

新規参入企業

飲食業界の人材市場の持つ特殊性
により、総合人材サービスからの新
規参入は困難である。

競合他社
①

②

③
上記高生産モデルを
実行する自社システム

特殊性のある業界に特化し
参入障壁を構築

業界首位の
ポジション

買い手
（飲食企業）

売り手
（求職者）

新規参入

飲食業界は、全産業の中でも入職率・
離職率がともに高く、人材の流動性も
きわめて高い。

有効求人倍率も慢性的に高く、企業は
常に人材不足の状態。

中途採用を行わず、アルバイトにより短期
的な人員需要を充足させることが可能

代替品

求職者には、職務経歴書を複数の人材紹
介会社に登録する手間（スイッチングコ
スト）が発生。

また、当社に一度登録すれば、人材紹介
・求人メディア・スカウト全てのサービ
スが利用でき利便性が高い

飲食業界の人材市場の持つ特殊性により、総合
人材サービスからの新規参入は困難（27頁）
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正社員数100万人に満たないニッチなマーケット。
加えて、年収が全職種平均より低く、人材紹介単価も低
い。

質量ともにニッチな市場

紹介後の退職返金規定にかかる早期退職が極めて多く、
早期退職防止のための手厚いアフターフォローが重要。

アフターフォローの重要性

飲食業界の人材サービスにおける特殊性が参入障壁を構築しており、総合人材サービ
ス企業による新規参入は困難と考える。

業界の特殊性による参入障壁

27

※当社調べ（ 2022年2月現在）

強みと特徴（競争力の源泉）

飲食人材サービス全体像　　　 東京　　　　      名古屋　　　   　  大阪                    海外

　　人材紹介サービス

　　スカウトサービス

　　求人広告サービス

　　アルバイトサービス

競合Ａ
業界特化 

競合Ｂ 
業界特化 

競合Ｃ
業界特化 

大手総合媒体

● 飲食業に特化した人材サービスにおいて、競合と比較して最大のカバレッジと、それ
を支える飲食業界経験者の社員（社員の５人に１人が業界出身者）が当社の強み。

クックビズの構
築した競争優位
性

特徴ある職務経歴書・採用フロー

企業名より配属店舗、職種名よりポジションが問われる。求
人依頼から採用決定へのフローが極めて速い。

アフターフォローの重要性

返金規定にかかる早期退職が他業界と比べて極めて多く、
離職を防止するアフターフォローが重要。

質量ともにニッチな市場

正社員数100万人に満たないニッチなマーケット。
年収が全職種平均より低いため、紹介単価も低い。

中小企業が多く細分化された市場

宿泊業、飲食サービス業に属する企業数は51万社と2番目
に多いが、1社あたりの売上は1888万円と小さい。

※https://www.stat.go.jp/data/e-census/2016/kekka/p
df/k_gaiyo.pdf

宿泊業、飲食サービス業に属する企業数は42万社と全業
種中3番目に多いものの、1社あたりの売上は5,316万円
（※）と低い。

中小企業が多く細分化された市場

※出所：令和３年経済センサス‐活動調査 速報集計 結果の概要
　　　表Ⅱ－４ 産業大分類、単一・複数別企業等数及び売上高

企業名よりも配属店舗、職種名よりもポジションを問う
等の特徴ある職務経歴書。また、求人依頼から採用決定
へのフローも極めて速い。

特徴ある職務経歴書・採用フロー

飲食業界特化
型の人材サー
ビスにおける

参入障壁
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競争優位性（業界特化型の競合他社比較）

28

比較項目 当社 A社 B社 C社 D社

求人数 約2.9万件 約１万件 約6.7万件 約５万件 約2.9万件

登録者数 約22万人 非公表 約４万人 非公表 約25万人

提供サービス
└人材紹介 〇 〇 〇 〇 ×

提供サービス
└求人広告 〇 × 〇 △

※新卒採用 〇

提供サービス
└スカウト 〇 × 〇 × 〇

提供サービス
└研修 〇 × × × ×

提供サービス
└RPO 〇 × × × ×

対応エリア 国内・海外 関東 国内・海外 関東・関西 国内
※出所：当社調べ（2023年2月現在）

強みと特徴（競争力の源泉）

飲食人材サービス全体像　　　 東京　　　　      名古屋　　　   　  大阪                    海外

　　人材紹介サービス

　　スカウトサービス

　　求人広告サービス

　　アルバイトサービス

競合Ａ
業界特化 

競合Ｂ 
業界特化 

競合Ｃ
業界特化 

大手総合媒体

● 飲食業に特化した人材サービスにおいて、競合と比較して最大のカバレッジと、それ
を支える飲食業界経験者の社員（社員の５人に１人が業界出身者）が当社の強み。

● 離職率の高い飲食業界において、人材紹介や求人広告等の求人サービスの提供の
みならず、それらの業務のRPOや研修サービスまでサービスを拡充。

● 業界特化型の中ではトップクラスのサービスカバレッジとシェアを確立。
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クックビズ独自の分業体制による高い生産性
強み（競争力の源泉）

一般的な人材紹介
（カウンター寿司

モデル）

クックビズの
人材紹介

高生産性モデル
（回転寿司モデ

ル）

営業 ⇒ 商談・受注 ⇒ 求人票作成 ⇒ 求職者募集 ⇒ 求職者面談 ⇒ 面接 ⇒ 内定
1名の担当者による一気通貫型

リードタイム
6か月

IT化や有料化が進んでおらず中小零細企業が
多い業界における、中途採用ニーズの顕在化

10店舗未満（SMB）と10店舗以上（エン
タープライズ）にセールス体制を分けて、
顧客のニーズに合わせて当社のサービスラ
インナップを紹介。

SMBにはまず予算の低い求人広告、エン
タープライズにはスカウトや人材紹介、採
用総合パッケージを提案。

アカウントエグゼクティブ(AE)

SFA※

営業　⇒　商談 / 受注 求人票作成 求職者面談　⇒　応募承諾

推薦　⇒　クロージング

リクルーティングアドバイザー(RA) キャリアアドバイザー(CA)

「待ちの採用」から「攻めの採用」
への転化促進

コロナ禍で飲食業界にも浸透したオンライン
面談・採用面接に対応

求人広告による待ちの求人活動から、スカ
ウトや人材紹介、RPOといった攻めの求人
活動へと需要を喚起しアップセル・クロス
セルを実施。

求人票作成から候補者の推薦、クロージン
グ、採用後のフォローアップ等の顧客接点
の中で、追加ニーズの掘り起こしを行う。

求人情報に対して22万人以上の求職登録者
DBから最適な求職者をマッチングし面接へ
繋げる。

従来飲食業界では、求職者面談や採用面接
は対面しか行われていなかったが、当社は
ウェブにも対応。
内定後の給与交渉や入社後のフォローアッ
プも行う。

採用管理システム 人材紹介斡旋
業務システム Web面談

リードタイム
1.5～2か月

29

※Sales Force Automationの略で、営業支援のための各種ツール・システムを指す。営業担当の商談開始から受注までの進捗の可視化や活動管理を行う。

業務フローは分業体制を敷いており、さらに各工程をDX化することで高生産モデル
を構築。特に人材紹介においては面談決定から内定承諾までのリードタイムが1.5～2
か月と短く、一般的な人材紹介会社と大きく差をつけている。
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激変する消費者の行動・価値観を理解し、飲食店の新たな収益機会や業態の創出と、
変革にかかる店舗・業務・人材・資金をトータルサポートし、食産業の再成長に貢献
する。

中長期戦略の方向性を「食ビジネスの変革支援」と定義

31

人材支援領域
多様化する業態、デジタル化された

新たな店舗や業務に適合した
人材を創出・配置し

個人の成長と経営の合理化を支援

事業再生領域
付加価値の高い事業や商品を有する

企業・店舗に対して
事業再構築や財務周りを

包括的にサポートし企業価値を最大化

経営支援領域
激変する消費者の行動・価値観変容を
理解し、先端技術を使った業務効率化

と経営データの統合による
新たな付加価値と収益機会の創出

食ビジネスの
変革支援

前期方針の取り組み状況
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2022年11月期投資進捗

32

リニューアル（1.0億）
WIW（見込1.0億）
＋進捗コメント

cookbiz FC
ラクミー

FC0.1 + DX1.0億=1.1億
＋進捗コメント

きゅういち
1.2億

＋進捗コメント

執行役員
2/6議論

（藪ノ・餌取）

○とか◎とかで評価して金
額も出せるだけ概算で出

す

2021年7月の増資時に発表した投資計画の進捗を総括。昨年10月に新株予約権の行
使も全て完了し、投資計画も金額・スケジュール共に順調に推移。

人材支援

アフターコロナに向けた
既存事業のバリューアップ投資

1.5億円

経営支援

「食ビジネスの変革支援」実現に
向けた新規事業開発投資

1.5億円

事業再生

食にまつわる
事業再生のための投資

1.89億円

前期方針の取り組み状況

システム
リニューアル投資 0.75億円
既存事業のさらなる拡張性獲得と業務生産性
の向上を図るべく、システムリニューアル・
プロジェクトを始動。2023年11月期中のリ
リースを目指す

ワールドイン
ワーカー事業譲受 0.75億円

※見込額

インバウンドテクノロジー株式会社が運営す
る飲食事業者及び介護業者向け特定技能外国
人の人材紹介事業と登録支援業務「ワールド
インワーカー」を当社の設立子会社にて事業
譲受予定（2023年3月クロージング予定）

cookbiz FC
事業開発 0.1億円
コロナ禍の顧客の行動変容に適応すべく、経
営支援領域でのサービス第1弾として、効果の
高いDXパッケージを搭載した高収益・高効率
なFCモデルの開発・展開を行うFC本部事業
「cookbiz FC」をリリース（2022年12月）

ラクミー社出資
マイノリティ投資 1.0億円
株式会社ラクミーへの第三者割当増資による
投資を実施（2022年11月）経営管理クラウド
「ラクミー」をcookbiz FCの加盟店管理ツー
ルに据え、業務の効率化とDX導入を図る

きゅういち株式会社
完全子会社化 1.2億円
事業ポートフォリオの複線化を実現するた
め、食領域で当社と同等程度の事業規模まで
の企業をターゲットに、調査を開始

本件については外部専門家らによるDDを実施
のうえ、適切なストラクチャーを決定し、申
請代理人とともに再生計画案を策定。裁判所
の許可決定ののち、きゅういち株式会社の全
株式を取得し完全子会社化（2022年10月）

投資実績 投資実績 投資実績

32
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中長期戦略の方向性に基づき、人材支援・経営支援・事業再生を通じて食ビジネスの
変革支援を実現する。

2022年11月期方針の取り組み状況

33

重点項目 種別 具体的な施策 進捗・トピック 詳細

人材支援 既存

飲食業界における人材採用市場の再定義と自社サービ
スのマーケットシェアの算出。再成長戦略の立案 2023年11月期 上期リリースを目指す

ブランディング・オフラインプロモーション・SEO・
アライアンスなど、オンライン広告以外のマーケティ
ング手法強化による求職者数最大化

認知向上を目的としたブランディング施策を実施。2023
年11月期以降、ブランディング投資の強化を検討 34頁

中堅・大手企業のニーズに合わせた採用総合パッケー
ジの開発

中堅・大手企業向けの採用総合パッケージをリリース、
22年11月期中で4社受注。 35頁

商品・サービス（ウェブ・アプリ）の大規模刷新によ
る、掲載企業数・求人数の最大化と、求職者の求人応
募アクション最大化

リニューアル・プロジェクトを始動。2023年11月期中の
リリースを目指す

オンラインセールスの強化による、東名阪エリアの深
耕とその他エリアの開拓

当期の実績を踏まえたターゲット顧客を再定義中。2023
年11月期以降の拡販に向けて、サービスの改善を推進

経営支援 新規 業態創出、店舗OMO、業務DXのPoCを準備
株式会社ラクミーへの第三者割当増資による投資を実施
（2022年11月30日）。フランチャイズ本部事業
「cookbiz FC」をリリース（2022年12月15日）

38～40頁

事業再生 新規 「食 × 事業再生」に関する対象案件のソーシング開始

「食×事業再生」における取り組み方針を策定し、公開。
1号案件として株式会社久一米田商店（北海道函館市）の
事業再生支援のためのスポンサー契約を締結。同社より
新設分割されたきゅういち株式会社の全株式を取得し完
全子会社化（2022年10月3日）

43～46頁

前期方針の取り組み状況
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● ブランド認知向上のための施策としてYouTube広告を9月16日より配信。

● 一定数のブランド認知の改善効果が得られたため、2023年11月期以降、ブラン
ディング投資の強化を検討。

ブランディング施策について

34

■施策内容
・YouTube広告（Bumper広告=non skip型・6秒 動画広告）
・制作費500万円・配信費1,500万円・調査費150万円
・パートナー会社：サイバーエージェント/マクロミル
・推進期間：8月〜10月
・配信期間：9/16〜10/1

■結果：
①ブランド認知（飲食業界従事者ベース名称助成想起）で+1.2pt、飲食業界専門サイト内ではNo.1を獲得
・クックビズ：4月7.4%→10月8.6%（+1.2pt）
・グルメキャリー：4月10.1%→10月6.4%（-3.7pt）
・求人@飲食店.com：4月9.5%→10月7.0%（-2.5pt）
・itk：4月3.9%→10月2.8%（-1.1pt）
・Foods labo：4月3.0%→10月2.4%（-0.6pt）

②CPB（BLSベース）
・リーチUU：12,950,795人（目標5,357,143人・達成率242%）
・リフトUU：479,179人（目標192,400人・達成率249%）
・リフト率：3.7%（目標7.4%・達成率50%）
・CPB：¥31（目標¥104・達成率336%）

■施策内容
・配信期間：9/16〜10/1

■結果：
①ブランド認知（飲食業界従事者ベース名称助成想起）で+1.2pt

・クックビズ：4月7.4%→10月8.6%（+1.2pt）
※（自社調べ）

※出所：当社調べ（2022年10月）

2022年4月時点

7.4％

2022年10月時点 

8.6％

ブランド認知度

※広告配信期間：2022年9月16日～10月1日

前期方針の取り組み状況（人材支援領域）
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採用総合パッケージについて

35

● 当期期初のリリースから4社受注（採用目標20～40名）。リピート提案も含めた
利用顧客のさらなる拡大を図る。

● 今後、各種RPOサービスの商品開発・提供を順次開始。

人材採用にまつわる顧客のお困りごとを
総合的に支援・解決するワンストップ型サービス

サービス内容

採用総合パッケージ

中堅成長企業

大手企業

～

目的

スカウト

人材紹
介

求人広
告

教育
研修

採用
ブラン
ディング

各社の年間採用戦略や計画に
合わせたパッケージ提案やRPO

・他社求人媒体の選定・ディレクション
・Web広告運用・集客分析・改善
・採用業務代行（書類選考・一次面接）

顧客の人員不足
や組織構造課題

を解決する

顧客ターゲット

中堅成長企業

大手企業

～

想定販売価格

１案件
1,000万円

5,000万円

～

中堅成長企業

大手企業

～

各社の事業戦略や年間採用計画に
合わせた総合支援サービス

他社求人媒体の選定や
ディレクション業務

インターネット広告の運用
集客分析・改善

求人掲載後の採用業務代行
（書類選考・一次面接）

前期方針の取り組み状況（人材支援領域）

１案件
1,000万円～5,000万円

人材採用にまつわる顧客のお困りごとを
総合的に支援・解決するワンストップ型サービス

RPO

人材
紹介求人

広告

スカウト

教育
研修 採用

ブラン
ディング
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新会社設立及び事業譲受について

36

前期方針の取り組み状況（人材支援領域）

● 12月14日発表の通り、インバウンドテクノロジー株式会社が運営する飲食事業者
及び介護業者向け特定技能外国人の人材紹介事業と登録支援業務「World in 
Worker」を当社の設立子会社「PROJECT A 株式会社（ワールドインワーカー株
式会社へ商号変更予定）」にて2023年3月1日付での事業譲受を予定。

● インバウンドテクノロジー社が培った外国人人材のマッチングノウハウと、当社の
強みである全国の飲食店との顧客接点を組み合わせ、トップラインシナジー創出を
図る。
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主に飲食・介護事業者に特化した特定技能外国人材の人材紹介と登録支援業務。紹介
時の紹介手数料だけではなく、その後の登録支援業務による月額報酬（支援委託料）
を受け取り、特定技能外国人の就労をサポート。

特定技能外国人材の人材紹介・登録支援業務について

37

前期方針の取り組み状況（人材支援領域）
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フランチャイズ本部事業「cookbiz FC」について

● 既存の人材サービスで取引のある、有力な飲食ブランドを保有する飲食企業と当
社が、マスターフランチャイズ契約を締結。第1弾ブランドとして鰻業態をリ
リース。今後もアフターコロナに強い業態を開発予定。

● 全国でFC加盟店を募集し、当社が本部として運営管理を行う。出店における人
材採用・教育は、既存の事業基盤を活かしシナジーを創出。

38

前期方針の取り組み状況（経営支援領域）● 第1弾として、鰻業態をリリース。顧客単価が高く、アルコールに依存せ
ず、昼間や早い時間帯のディナーの集客が見込まれることから、コロナ禍・
アフターコロナに適した業態と言える。

● 今後年間を通して複数業態を開発予定。以下の基準でブランド選定を行う。
- 業態として展開・拡大が期待できる
- 業務の体系化がされている、もしくは体系化可能である
- 単品業態やシンプルな業態である
- イートインだけでなく、テイクアウトやデリバリーにも向いている
- 単価が低すぎない

● 有力な飲食ブランドを持つ企業と当社がマスターFC契約を締結。

● 全国でFC加盟店を募集し、当社が本部として運営管理を行う。出店におけ
る人材採用・教育は、既存の事業基盤を活かしシナジーを創出。

● FCブランド第1弾では鰻業態をリリース。高単価かつ、アルコール依存がな
いランチ・食事業態である点はアフターコロナにも適した業態と言える。

● 既存の人材サービスで取引のある、有力なブランドをもつ飲食企業と当社が
マスターFC契約を締結。FCブランド第1弾として鰻業態をリリース。高単
価かつアルコールにも依存せず、アフターコロナに適した業態と言える。

● 全国でFC加盟店を募集し、当社が本部として運営管理を行う。出店におけ
る人材採用・教育は、既存の事業基盤を活かしシナジーを創出。
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効果の高いDXパッケージを搭載したFCモデルの開発・展開

39

前期方針の取り組み状況（経営支援領域）

● 「DXの効果を実感している外食企業は、4.5％（※1）」という調査データから
も、DXは闇雲に導入しても効果が感じられにくい。

● FCのような固定化された業態やオペレーション下で、効果の高いユースケース
を明らかにし、新規出店時に教育・研修とセットで実装することにより、効果的
なDX導入を図る。

出所：※1　レストランテック協会、ファンくる共同調査「レストランテックに関する意識調査」
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「cookbiz FC」におけるDX活用

2022年11月に出資した飲食店管理クラウド「ラクミー」を加盟店管理の中核ツール
に据え、加盟店のスーパーバイジング業務を効率化する。

受注管理加盟店管理

データ連携

食材業者

集計データ

FC加盟店A FC加盟店B FC加盟店C

加盟店管理

発注管理・経営管理

集計データフランチャイザー セントラルキッチン

POSレジ/テーブルオーダー デリバリー/テイクアウト予約台帳/予約メディア

勤怠管理/シフト管理 経理/会計

発注

発注

発注

40

前期方針の取り組み状況（経営支援領域）



｜     © Cookbiz Co.,Ltd. All Rights Reserved.

2022年11月期においては、飲食業界の人手不足感の高まりや、当期内にリリースし
た採用総合パッケージの売上の積み上げ等で、売上高が上振れ。2度の通期業績予想
の上方修正を実施。

前期業績予想との差異要因について

単位：百万円
（単位未満切捨）

参考）2021年11月期
実績

2022年11月期
業績予想

※当初発表

業績予想修正①
※2022年6月15日

業績予想修正②
※2022年10月14日

2022年11月期
実績

売上高 1,035 1,300～1,400 1,450 1,480 1,502

営業利益 ▲338 50 90 160 173

経常利益 ▲342 35 77 152 168

当期純利益 ▲422 30 75 167 161

1株当たり当期純利益 ▲183.02 11.78 28.45 62.86 60.90

通期業績予想修正①
- まん延防止等重点措置の全面解除や春の新規採用ニーズ、当期より採用総合パッケージの受注も加わり、上期売上

高が予想を上回る着地見込となったため、通期業績予想数値を上方修正。営業利益は当初発表より80％増。

通期業績予想修正②
- 社会経済活動の正常化にともない、引き続き採用ニーズは高い状態。継続的なコストコントロールと、採用総合

パッケージの追加受注も相まって、当期2度目の通期業績予想の上方修正を実施。

前期方針の取り組み状況

41
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きゅういちのスライド立て付け
①会社概要・事業概要
②強み
③PMIの成果（前半戦／債務カット）
④PMIの方針（後半戦／今後の成長方向
性）
　強みを伸ばす
　・生産能力の増強
　　技能実習生・特定技能の増員
　・一定の設備投資（どこまで言うかは要検
討）
　　4tウィング トラックの追加（2台）
　　生産ライン設備の増強
　　その他必要な投資の洗い出し
　　※販売先は全然あるという前提で
　弱みの克服
　・魚種別の採算管理（脱どんぶり）
　・経営管理体制（規定の整備やガバナンス
強化は引き続き）
　↓
（結論）きゅういちでも20%成長を実現できる
体制構築（※今年10億 → 来年12億 → 再
来年15億くらいはやれそう）
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会社概要

43

名称 きゅういち株式会社

所在地 北海道函館市川汲町1395番地

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 藪ノ 賢次

事業内容 ホタテ・ホッケ・サバ等の冷凍加工業

資本金 30百万円

純資産の額 211百万円

総資産の額 211百万円

名称 きゅういち株式会社

所在地 北海道函館市川汲町1395番地

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 藪ノ 賢次

事業内容 ホタテ・ホッケ・サバ等の冷凍加工業

資本金 30百万円

純資産の額 211百万円

総資産の額 211百万円

当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態

決算期 2020年4月期 2021年4月期 2022年4月期（見込）

　純資産 ▲1,153百万円 ▲1,101百万円 ▲1,150百万円

　総資産 1,395百万円 1,198百万円 1,253百万円

　1株当たり純資産 ▲5,766千円 ▲5,506千円 ▲5,748千円

　売上高 1,626百万円 1,113百万円 1,106百万円

　営業利益 ▲61百万円 98百万円 163百万円

　経常利益 ▲112百万円 51百万円 169百万円

　当期純利益 ▲1,291百万円 50百万円 ▲53百万円

　1株当たり当期純利益 ▲6,454千円 250千円 ▲265千円

　1株当たり配当金 0円 0円 0円

従業員数 50名（技能実習生・パート含む）

   ※10月3日の設立に合わせて、現地にて従業員説明会・記者会見を行った様子

名称 きゅういち株式会社

所在地 北海道函館市川汲町1395番地

代表者の役職・氏名 代表取締役社長　藪ノ 賢次

事業内容 ホタテ・ホッケ・サバ等の冷凍加工業

資本金   30百万円

純資産の額 211百万円

総資産の額 211百万円

名称 きゅういち株式会社

所在地 北海道函館市川汲町1395番地

代表者の役職・氏名 代表取締役社長　藪ノ 賢次

事業内容 ホタテ・ホッケ・サバ等の冷凍加工業

資本金   30百万円

純資産の額 211百万円

総資産の額 211百万円
※純資産の額及び総資産の額は、2022年10月２日現在の内容、また財務数値は未監査の状態

事業再生（きゅういち）

社名 きゅういち株式会社

設立 2022年10月3日

資本金 30,000千円

代表者 代表取締役社長　藪ノ 賢次

本社所在地 北海道函館市川汲町1395番地

従業員数 正社員7名　パート・アルバイト等35名（平均人員数）
※2022年11月末時点

事業内容 水産物の冷凍加工業

決算月 8月
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● 北海道 内浦湾（通称、噴火湾）を中心とした13の買参権を保有
- 本社工場がある南かやべ漁業協同組合をはじめとした13の漁協の買参権（市場の競りで直接

入札できる権利）を保有しており、大手水産会社とのパイプも太く、参入障壁が高い。

- 南かやべ地域は良質な漁場であり、ホタテだけでなく、ホッケ・サバ・イワシ・イナダなど
の鮮魚の取り扱いも多いのが特徴。

● 高い鮮度と品質
- 直接漁協から鮮度が高い状態で仕入れたのち、真水ではなく海水を引き込み殺菌処理する独

自の加工プロセスによって、高品質な商品を国内外へ供給。

● 水産物の洗浄・選別・冷凍加工に特化
- 固定費は売上高比で非常に低く、1月〜3月の閑散期においてもホタテの加工業務などで収益

性の低下を最小限に抑え、年間の粗利益を確保している。

強みと特徴（競争力の源泉）

44

事業再生（きゅういち）
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● 2021年8月20日　株式会社久一米田商店が函館地方裁判所に民事再生手続を申立

● 2022年5月26日　同社との民事再生支援に関するスポンサー契約締結
（スポンサー契約の内容）

- 久一米田商店が営む水産加工事業を同社により新設分割されたきゅういち株式会社に承継し、当社はきゅう
いち株式会社の全株式を取得するかたちで支援

- 事業に必要な資産一式を承継し、負債は非承継（負債総額22億円）

- きゅういち株式会社への転籍を希望する従業員は原則継続雇用

- 譲渡対価は126百万円（定期預金61百万円含む）

● 8月23日　再生計画案が承認される

● 9月27日　再生計画案と同条件にて新設分割と株式譲渡を行なう地裁の許可決定

● 10月3日　きゅういち株式会社として全事業を承継、個別開始B／Sは以下の通り

PMIの初期成果（財務リストラの完了）

45

事業再生（きゅういち）

BS科目 残高 BS科目 残高

流動資産 171 負債 －

固定資産 68 純資産 239

合計 239 合計 239

※単位：百万円（単位未満切捨）
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今後の成長戦略

46

事業再生（きゅういち）

旧経営体制での
課題

新経営体制での
成長戦略

具体的な施策

どんぶり勘定と
無計画経営

▶ 生産能力の増強 繁忙閑散期のバランスを考慮しつつ、技能実習生・特定技能外国人の増員を行い、生産
ラインの増強を図る。

▶ 設備投資の検討・実
行

生産ライン設備の入替・増強等、ROIを考慮のうえ、必要な投資の検討・実行する。

業務車両（ウイングトラックやフォークリフト）を追加導入し物流機能を強化する。

▶ 魚種別の採算管理を
徹底し仕入れを強化

魚種別の採算管理を行い、好採算品目の増産、工場稼働率の向上及び経費節減を継続的
に実施することで、安定的なキャッシュフローの創出を目指す。

未上場企業の同
族経営によるガ
バナンス不全

▶ 信用力の回復・財務
の健全化

民事再生手続申立後発生していた、取引の一部停止や掛け取引が再開し、取引正常化
へ。メガバンクからもきゅういち株式会社の運転資金として融資が実行される等、親会
社であるクックビズの信用力で財務の健全化を図る。

▶ 経営管理体制の強化 規程の整備やガバナンス強化等は継続して行い、持続的な成長を後押しする。予算策定
（生産計画、販売計画）のうえ、月次ベースでの業績モニタリングを行ない、経営課題
の早期把握と対策を行なう。

過剰債務と金利
負担

▶ 再生計画案に沿った
弁済計画の履行

-財務リストラ完了。-金融債務22億円の返済と年間7,000万円程度の利払負担の解消。

KPI きゅういち単体でもCAGR20％成長を実現できる経営体制を構築する
今期 売上高目標：10億円 　来期　売上高目標：12億円　再来期　売上高目標：15億円

▼

旧経営体制での課題 新経営体制での成長戦略

不明瞭な
予算管理と経営方針

生産能力の増強 ・繁忙閑散期のバランスを考慮の上、技能実習生及び特定技能外国人の増員を行
い、生産ラインを増強

設備投資の検討
及び実行

・生産ライン設備の入替・増強等、ROIを考慮のうえ、必要な投資の検討及び実行

・業務車両（ウイングトラックやフォークリフト）を追加導入し、物流機能強化

魚種別の採算管理
徹底及び仕入れ強化

・魚種別採算管理を実施の上、好採算品目の増産、工場稼働率の向上及び継続的な
経費節減による安定的なキャッシュフローの創出

未上場かつ同族経営に
よるガバナンス不備

信用力の回復
及び財務健全化

・民事再生手続申立後発生していた取引の一部停止や掛け取引が再開する等、取引
の正常化

・メガバンクより運転資金として融資が実行される等、親会社であるクックビズの
信用力をもって財務を健全化

経営管理体制の強化
・継続的な規程の整備やガバナンス強化により持続的な成長を後押し

・予算策定（生産計画、販売計画）及び月次での業績モニタリングの実施による経
営課題の早期キャッチアップと対策実施

過剰債務と金利負担 再生計画案に沿った
弁済計画の履行

・財務リストラの完了

・金融債務22億円及び年間7,000万円程度の利払負担の解消

KPI きゅういち株式会社単体でもCAGR20％成長を実現できる経営体制の構築



｜     © Cookbiz Co.,Ltd. All Rights Reserved.

1. 会社概要

2. サービス概要

3. 市場環境

4. 強みと特徴（競争力の源泉）

5. 前期方針の取り組み状況

6. 事業再生（きゅういち）

7. 成長戦略

8. リスク情報

目次

47



｜     © Cookbiz Co.,Ltd. All Rights Reserved.

2023年11月期 業績予想の考え方

48

外部環境

● 国内の有効求人倍率は2022年11月時点で接客業：3.27倍、調理業：3.17倍と
急激に上昇。今後もこの傾向は続く見込み。

● 冷凍ホタテの市場での取扱数量は近年安定しており、かつ取扱平均単価はゆる
やかながらも上昇傾向（※札幌卸売市場「年報 図表」）。

経営戦略

● cookbizは、飲食採用決定人数シェアの最大化に向け積極的な投資を実行。
- 採用総合パッケージの拡販と各種RPOサービスの商品開発
- システムリニューアルによる、今後の事業拡大に耐えうるIT基盤の構築

と業務生産性の向上
- 求職登録者数の増強にむけたマーケティング及びCRMの強化

● きゅういち株式会社は、ポストPMIにおける継続的な管理体制整備、生産・販売
体制強化。

● 上記以外の人材支援・経営支援・事業再生の各領域における新規事業推進及び
管理体制の整備。

留意事項
● 飲食店の従事者数は、2022年下期は375万人程度（※総務省「サービス産業動向調

査」)の横ばいで推移。今後も各種統計データや自社マーケットリサーチを継続
的に行い、市場の変化を注視する。

外部環境

● 有効求人倍率は2022年11月時点で接客3.27、調理3.13倍と今後も上昇傾向を
維持する

● コロナ融資（ゼロゼロ融資）の返済開始が2023年に本格化。中小企業の倒産が
上昇もしくは高止まり

● コロナは10年後、20年後の日本の未来を見せてくれた

経営戦略

● cookbizは飲食採用決定人数シェアの最大化に向け積極的な投資を実行
- 採用総合パッケージの拡販と各種RPOサービスの商品開発
- システムリニューアルによる事業スケーラビリティ獲得と業務生産性の

向上
- 求職者集客の予算増と体制強化。CRM基盤構築

● きゅういちはポストPMIでの継続的な管理体制整備と生産・販売体制の強化
● World in Workerは3/1の設立に向けてプレPMI・PMI期間（1/1〜5/31）での

管理体制と営業体制の整備
● cookbiz FCは鰻業態のFC加盟店の募集及び出店とサービスのブラッシュアップ

留意事項
● 飲食店従事者の推移については注意深く見守る。2022年6月〜9月は約375万人

で横ばい推移　※総務省「サービス産業動向調査」
● 金利の引き上げや国内のインフレ、景気悪化リスク

成長戦略
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● 連結売上高は28億円、うちHR事業は18億円（前期比+19.8%）の見通し。

● 既存事業も含めて人材支援・経営支援・事業再生の3つの領域に積極投資。

2023年11月期 業績予想について

49

【単体】
単位：百万円（単位未満切捨）

2022年
実績

2023年
予想 増減額 増減率

売上高 1,502 1,800 297 19.8%

営業利益 173 180 6 4.0%

経常利益 168 160 ▲8 ▲5.1%

当期純利益 161 137 ▲24 ▲15.4%

１株当たり当期純利益（円） 60.90 50.08 ▲10.82 -

単位：百万円（単位未満切捨）

【単体】
2022年

実績

【単体】
2023年

予想
増減額 増減率

【連結】
2023年

予想

売上高 1,502 1,800 297 19.8% 2,800

営業利益 173 180 6 4.0% 230

経常利益 168 160 ▲8 ▲5.1% 220

当期純利益
（親会社株主に帰属す
る当期純利益）

161 137 ▲24 ▲15.4% 180

１株当たり当期純利
益（円） 60.90 50.08 ▲10.82 - 65.80

【連結】
単位：百万円（単位未満切捨）

2022年
実績

2023年
予想 増減額 増減率

売上高 - 2,800 - -

営業利益 - 230 - -

経常利益 - 220 - -

親会社株主に帰属する当期純利益 - 180 - -

１株当たり当期純利益（円） - 65.80 - -

【単体】

単位：百万円（単位未満
切捨）

2022年
実績

2023年
予想 増減額 増減率

売上高 1,502 1,800 297 19.8%

営業利益 173 180 6 4.0%

経常利益 168 160 ▲8 ▲5.1%

当期純利益 161 137 ▲24 ▲15.4
%

１株当たり当期純利
益（円） 60.90 50.08 ▲10.82 -

【連結】

単位：百万円（単位未
満切捨）

2022年
実績

2023年
予想 増減額 増減率

売上高 - 2,800 - -

営業利益 - 230 - -

経常利益 - 220 - -

親会社株主に帰属
する当期純利益 - 180 - -

１株当たり当期純
利益（円） - 65.80 - -

成長戦略
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2023年11月期は、cookbizサービスの更なる成長に向けた積極的な投資に加え、前
期M&Aでグループ入りした各事業や新規事業等の取り組みも加速させ、当社グルー
プの非連続な成長を目指す。

2023年11月期 重点施策について

50

項目 会社／サービス 会社／サービス概要 具体的な施策

人材支援 cookbiz 飲食業界特化の人材サービス
48頁の経営戦略の実行及び、それを実現する
全部門（営業・開発・管理等）での人員体制
強化

人材支援 ワールドインワーカー
株式会社

飲食事業者及び介護業者向け特定技能
外国人の人材紹介事業及び登録支援業
務

3/1のクロージングまでのプレPMI、事業譲
受後のPMI計画の策定と実行。当社既存事業
とのシナジー創出に向けた取り組みと内部管
理体制の整備

経営支援 cookbiz FC
DXパッケージを搭載した高収益・高効
率なFCモデルの開発・展開を目指す、
フランチャイズ本部事業

第1弾として発表した鰻業態のFC加盟店の募
集及び出店を行い、サービスのブラッシュ
アップを図る

事業再生 きゅういち株式会社 北海道函館市にてホタテ・ホッケ・サ
バ等の冷凍加工業を営む

連結初年度である当期は、旺盛な需要に応え
るべく生産ラインの人員増強や設備投資計画
の立案に加え、内部管理体制強化を図る

成長戦略
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● 3期ぶりに黒字化した前期に続き黒字予想ではあるものの、控えていた人材採用
や広告宣伝投下を積極再開し、利益水準は横ばいでの着地見通し。

● スカウトと採用総合パッケージが全体を牽引しながらも、求人サイトのリニュー
アル後は求人広告の売上伸長にも期待。

業績推移（HR事業）

51

売上高 経常利益
単位：百万
円

単位：百万
円

成長戦略

● 既存のHR事業単体では2023年11月期は売上18億円（前期比+19.8%）の見通し。

● スカウトと採用総合パッケージが全体を牽引しながらも、求人サイトのリニューアル
後は求人広告の売上伸長も期待。

売上高推移（単体）

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

663

342

401

93

159

前年比
＋19.8％2,503

2,973

1,445

1,035

1,800

単位：百万円（単位未満切捨）

2023年
（予想）

1,502

単位：百万円（単位未満切捨）

売上高推移 経常利益
単位：百万円（単位未満切捨）

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年
（予想）

■ 人材紹介　■ 求人広告　■ スカウト　■ その他

2,503

2,973

1,445

1,035

1,800
1,502

前年比
＋19.8％

663

342

401
93

単位：百万円（単位未満切捨）

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年
（予想）

■ 経常利益　　━ 経常利益率

137
227

▲558 ▲342

168 160

5.5% 7.6%

▲38.6%

▲33.0%

11.2% 8.9%
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● 今期よりPLも連結対象となり、事業再生（きゅういち）の売上高・利益を含ん
だ業績予想は28億円、経常利益2.2億円の見通し。

● コロナ前の売上・利益を更新すべく積極投資を行うが、営業黒字は維持しなが
ら、人材支援・経営支援・事業再生の3つの領域をバランス良く伸ばす。

業績推移（HR事業 + 事業再生）

52

売上高 経常利益
単位：百万
円

単位：百万
円

成長戦略

● 既存のHR事業単体では2023年11月期は売上18億円（前期比+19.8%）の見通し。

● スカウトと採用総合パッケージが全体を牽引しながらも、求人サイトのリニューアル
後は求人広告の売上伸長も期待。

売上高推移（単体）

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

663

342

401

93

159

前年比
＋19.8％2,503

2,973

1,445

1,035

1,800

単位：百万円（単位未満切捨）

2023年
（予想）

1,502

単位：百万円（単位未満切捨）

単位：百万円（単位未満切捨）

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年
（予想）

■ HR事業　　■ 事業再生

2,503

2,973

1,445

1,035

2,800

1,502

単位：百万円（単位未満切捨）

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年
（予想）

■ 経常利益　　━ 経常利益率

1,800

1,000

137
227

▲558 ▲342

168

5.5% 7.6%

▲38.6%

▲33.0%

11.2%

220

12.2%

連結決算へ移行
▼

連結決算へ移行
▼

売上高推移 経常利益
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企業価値向上のための重要指標

人材紹介サービス 求人広告サービス

紹介人数 紹介単価×

紹介人数：
22万人の既存登録者という強み
を活かした、自社データベース
の掘り起こしのほか、新たな新
規求職登録者の獲得施策を実施
し、紹介人数の確保を行う

紹介単価：
経済活動の活発化にともない、
人材採用ニーズは高騰し、コロ
ナ禍以前と比較しても高水準で
推移

有料掲載社数：
社内における営業組織の再編と
外部のアウトバウンドに特化し
たコールセンターとのパートナ
シップを強化し、更なる商談数
の増加を狙う

成約単価：
コロナ禍で一時的に単価の低下
を招いたが、既存顧客のリピー
ト成約を中心に単価が回復

スカウトサービス

有料掲載社数 成約単価× 利用社数 成約単価×

利用社数：
コロナ禍でも落ち込みが限定
的。またダイレクトリクルー
ティング手法への関心の高まり
により利用社数は伸長

成約単価：
月額定額制のため月単位での成
約単価に変動はないが、契約期
間が長期（半年・1年）になれ
ば、年間を通しての採用計画の
提案と取引先深耕が可能

成長戦略

紹介人数：
新規求職登録者の獲得に加え、22万
人の既存登録者という強みを活かし
た、自社データベースの掘り起こし
から紹介人数の確保を行う

紹介単価：
コロナ禍で一時的には単価の低下を
招いたが、直近では取引先のピンポ
イント採用に適用し、単価が回復

有料掲載社数：
2021年10月の飲食店への営業制限
解除により商談数が回復し、掲載社
数も増加傾向。外部のアウトバウン
ドに特化したコールセンターとの
パートナシップを強化し、更なる商
談数の増加を狙う

成約単価：
コロナ禍で一時的に単価の低下を招
いたが、既存顧客のリピート成約を
中心に単価が回復

利用社数：
コロナ禍でも落ち込みが限定的で、
利用社数は3割減（四半期平均比
較）に留めることができ、2019年
のサービス開始から順調に成長

成約単価：
月額定額制のため月単位での成約単
価に変動はないが、契約期間が長期
（半年・1年）になれば、年間を通
しての採用計画の提案と取引先深耕
が可能

採用総合パッケージ

利用社数 契約単価×

利用社数：
2022年11月期の導入実績は4
社。今期以降は、10店舗以上を
展開する飲食企業に対して専任
の営業体制を構築し、拡販を図
る

成約単価：
各社の年間採用戦略や計画に基
づくパッケージ提案やRPOの受
託により、1案件あたり1,000万
円～5,000万円の価格帯での成
約を見込む

53

● 既存事業であるHR事業においては以下を主要KPIと定め、各サービスの改善を目
指す。

● 中長期的には、豊富にある未開拓の国内市場（21頁参照）へのマーケティング
を強化し、飲食業界における正社員採用決定人数シェアを最大化する。
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主要サービスの各種KPIの見立て

54

四半期実績
（2022年4Q）

紹介人数　　　182人
紹介単価　　　98万円
売上　　　 178百万円

有料掲載社数　226社
成約単価　　　36万円
売上　　　　83百万円

利用社数　　　882社
成約単価　　　12万円
売上　　　 110百万円

利用社数　　　　　4社
契約単価　 2,700万円
売上　　　    14百万円

四半期売上
（2026年〜2027年頃）

年間売上
（2026年〜2027年頃）

紹介人数　　 　415人
紹介単価           85万円
売上            350百万円

　　売上　14億円

有料掲載社数 1,150社
成約単価　　 　30万円
売上　　　  350百万円

　　売上　14億円

利用社数　　 1,875社
成約単価　　 　12万円
売上　　　  225百万円

　　売上　　9億円

利用社数　　　　35社
契約単価    2,300万円
売上     　   200百万円

　　売上　　8億円

四半期平均
（2019年1Q〜2020年1Q）

四半期平均
（2020年3Q〜2021年4Q）

人材紹介
サービス

紹介人数　　　531人
紹介単価　　　88万円
売上　　　 469百万円

紹介人数　  　 169人
紹介単価　 　 83万円
売上　 　  139百万円

求人広告
サービス

有料掲載社数　1,047社
成約単価　　　　21万円
売上　　　 　221百万円

有料掲載社数　245社
成約単価　  　 26万円
売上　　　   64百万円

スカウト
サービス

利用社数　　　　897社
成約単価　　　  　8万円
売上　　　   　78百万円

利用社数　　　577社
成約単価　　　11万円
売上　　　　63百万円

採用総合
パッケー

ジ
ー ー

コロナ前 コロナ禍 直近 中期ターゲット

成長戦略

※採用総合パッケージはサービスの特性上、長期間の契約（6か月～1年）が多く、契約単価
は残存する各契約の契約金額の平均受注単価、売上は対象期間に実際に計上したものを記載
しております。

世古案）
※採用総合パッケージの売上及び契約単価については、あくまで対象期間内に成約・計上した総契約金
額を元に算出しております。そのため、対象期間内における売上・契約単価とは異なります。

前川さん案）
※採用総合パッケージの契約単価は契約総額であり、期間に対応した単価ではありません。このうち対
象期間に計上したものを売上として記載しております。

※採用総合パッケージはサービスの特性上、長期間契約（6か月～1年）が多く、契約単価は残存する全契約における受注契約金額の平均額、売上は対象期間に実際に計上した金額を記載しております。

※今回より採用総合パッケージを追加。ほか2022/2/25付の開示内容より変更なし。

● コロナ前、コロナ禍を比較・分析し、中期的なターゲットとなるKPIを設定。

● 中期的には既存事業の売上は40〜50億円（CAGR25〜30%）程度まで回復・再
成長すると試算。※2026年〜2027年にはコロナ前の外部環境に戻ることが前提条件。
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主要サービスの各種KPIの見立て（変更点）

55

成長戦略

※採用総合パッケージはサービスの特性上、長期間の契約（6か月～1年）が多く、契約単価
は残存する各契約の契約金額の平均受注単価、売上は対象期間に実際に計上したものを記載
しております。

世古案）
※採用総合パッケージの売上及び契約単価については、あくまで対象期間内に成約・計上した総契約金
額を元に算出しております。そのため、対象期間内における売上・契約単価とは異なります。

前川さん案）
※採用総合パッケージの契約単価は契約総額であり、期間に対応した単価ではありません。このうち対
象期間に計上したものを売上として記載しております。

※今回より採用総合パッケージを追加。ほか2022/2/25付の開示内容より変更なし。

四半期売上
（2026年〜2027年頃）

年間売上
（2026年〜2027年頃）

人材紹介
サービス

紹介人数　　 　625人
紹介単価           85万円
売上            530百万円

　　売上　21億円

求人広告
サービス

有料掲載社数 1,250社
成約単価　　 　30万円
売上　　　  375百万円

　　売上　15億円

スカウト
サービス

利用社数　　 1,875社
成約単価　　 　12万円
売上　　　  225百万円

　　売上　　9億円

四半期売上
（2026年〜2027年頃）

年間売上
（2026年〜2027年頃）

人材紹介
サービス

紹介人数　　 　415人
紹介単価           85万円
売上            350百万円

　　売上　14億円

求人広告
サービス

有料掲載社数 1,150社
成約単価　　 　30万円
売上　　　  350百万円

　　売上　14億円

スカウト
サービス

利用社数　　 1,875社
成約単価　　 　12万円
売上　　　  225百万円

　　売上　　9億円

採用総合
パッケージ

利用社数　　　　35社
契約単価    2,300万円
売上     　   200百万円

　　売上　　8億円

前回開示（2022年2月開示） 今回開示（2023年2月開示）

※採用総合パッケージはサービスの特性上、長期間契約（6か月～1年）が多く、契約単価は残存する全契約における受注契約金額の平均額、売上は対象期間に実際に計上した金額を記載しております。

● 2022年11月期にリリースした採用総合パッケージを中間ターゲットKPIに追加。

● 採用総合パッケージの売上高の見立てについては、既存の人材紹介や求人広告を
総合的に提供する商品性から、年間売上高の合計額は据え置き、サービス毎の
KPIを調整。
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人的資本への取り組み

変更前

2021年12月末
時点

加入条件 加入率 拠出率

・対象　　　：正社員のみ

・拠出上限　：50口上限（1,000円／口）

・奨励金還付率　： 5％（50円／口）

41.0％ 23.8％

変更後

2022年1月末
時点

加入条件 加入率 拠出率

・対象　　　：正社員、契約社員、嘱託社員、
　　　　　　　パートタイマー・アルバイト

・拠出上限　：月給の 10％、または50口までの
　　　　　　　いずれか低い方（ 1,000円／口）

・奨励金還付率　： 120％（1,200円／口）

67.3％ 58.9％

成長戦略

56

人的資本への取り組みの指針として、新CIに合わせて人事ポリシーを策定。

チャレンジの支援
挑戦に伴う失敗、失敗から得られた学びを承認・賞賛す
る文化・環境を準備する

多様な個が活躍できる場
多様な能力・背景を持つ個人たちがパフォーマンスを発
揮できる環境を準備する

公平性・透明性
会社と個人の双方の成功をリンクさせるため、役割設定
や成果の測定、それに基づく報酬を明確に設定する

自らの制約を解き放つ
これまでの固定観念に縛られない挑戦を通じて、自身の
さらなる変革を続けてもらう

自律・自走
受け身ではなく、自身がすべきことを自発的に考え、真
摯・誠実にやり切ってもらう

協働・相乗
チーム個人の持ち味・強みを理解・尊重し、相乗効果を
発揮させてもらう

会
社
が
提
供
す
る
も
の

従
業
員
に
求
め
る
も
の

人事ポリシーの位置づけ 人事ポリシーの構成要素

新ＣＩ
Vision・MIssion・Value

組織
風土

望ましい

行動
促進

行動を取ることで
風土を作る・強化する

風土によって
行動を促進する

人事ポリシー

行動を促す

制度・施策

チャレンジの支援
挑戦に伴う失敗、失敗から得られた学びを承認・賞賛する
文化・環境を準備する

多様な個が活躍できる場
多様な能力・背景を持つ個人たちがパフォーマンスを発揮
できる環境を準備する

公平性・透明性
会社と個人の双方の成功をリンクさせるため、役割設定や
成果の測定、それに基づく報酬を明確に設定する

自らの制約を解き放つ
これまでの固定観念に縛られない挑戦を通じて、自身のさ
らなる変革を続けてもらう

自律・自走
受け身ではなく、自身がすべきことを自発的に考え、真摯・
誠実にやり切ってもらう

協働・相乗
チーム個人の持ち味・強みを理解・尊重し、相乗効果を発
揮してもらう

人事ポリシーの位置づけ 人事ポリシーの構成要素
新CI

Vision・Mission・Value

組織
風土 行動

行動を取ることで
組織・風土を作る

組織・風土によって
行動が促進される

会
社
が
提
供
す
る
も
の

従
業
員
に
求
め
る
も
の

人事ポリシー

制度・施策

行動を促す
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（リスキリング）能力開発支援制度

従業員の能力開発を促進するため、読書・セミナー
受講・資格取得など、個々人の能力開発課題を解決
する為に自由に使える予算を2022年12月から設
定。

（働き方）柔軟な勤務の実現

従来のオフィスに加え、在宅勤務・サテライトオ
フィス等での執務を柔軟に行えるよう環境を整備
済。16期下期以降、勤務時間の柔軟性・勤務場所の
柔軟性拡充をすすめ、多様な個が活躍出来る場を整
理。

（働き方）副業解禁

社外での業務に挑戦することを支援するため、
副業許可基準を明確化。2022年12月から解禁。業
務を通じた能力向上・新たな視点の獲得・人脈形成
・キャリア自律性向上などを促進。

（福利厚生）国内随一の持株奨励制度

従業員の経営参画意識向上と中長期的な財産形成支
援のため、国内最高水準の持株奨励金制度を実施。
（奨励金付与率は120％）持株会加入率は70.5％
（※1）と、他社平均の39.6％（※２）を大きく上回
る。

人事ポリシーに基づき以下の施策を実施。今後も継続的な人的資本への取り組み強化
を推進する。

人的資本への取り組み

変更前

2021年12月末
時点

加入条件 加入率 拠出率

・対象　　　：正社員のみ

・拠出上限　：50口上限（1,000円／口）

・奨励金還付率　： 5％（50円／口）

41.0％ 23.8％

変更後

2022年1月末
時点

加入条件 加入率 拠出率

・対象　　　：正社員、契約社員、嘱託社員、
　　　　　　　パートタイマー・アルバイト

・拠出上限　：月給の 10％、または50口までの
　　　　　　　いずれか低い方（ 1,000円／口）

・奨励金還付率　： 120％（1,200円／口）

67.3％ 58.9％

成長戦略

57

出所：※1　当社調べ（2022年12月現在）
出所：※2　東京証券取引所「2020年度従業員持株会状況調査結果の概要について（2022年6月発表）」

従業員の経営参画意識向上と中長期的な財産
形成支援のため、国内最高水準の奨励金付与
率120％となる持株奨励金制度を実施。持株
会加入率は70.5％（※1）と、他社平均の39.6
％（※2）を大きく上回る。

（福利厚生）国内最高水準の持株奨励制度

社外での業務に挑戦することを支援するた
め、副業許可基準を明確化。2022年12月から
解禁。業務を通じた能力向上・新たな視点の
獲得・人脈形成・キャリア自律性向上などを
促進。

（働き方）副業解禁

従来のオフィスに加え、在宅勤務・サテライ
トオフィス等での執務を柔軟に行えるよう環
境を整備済。16期下期以降、勤務時間の柔軟
性・勤務場所の柔軟性拡充をすすめ、多様な
個が活躍出来る場を整理。

（働き方）柔軟な勤務の実現

従業員の能力開発を促進するため、読書・セ
ミナー受講・資格取得など、個々人の能力開
発課題を解決する為に自由に使える予算を
2022年12月より設定。

（リスキリング）能力開発支援制度
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認識するリスクとリスク対応策

59

項目 主要なリスク
顕在化

の
可能性

時期 影響度 リスク対応策

新型コロナウイルス
感染症

（COVID-19）

COVID-19の感染拡大にともなう当社グループ従業
員、協業者への感染等による事業の中断及び遅延等が
発生する可能性。

⇒当社グループの財務状況及び業績に大きな影響を及
ぼす可能性

中 中長期 大

・求職者面談の完全オンライン化

・業務上可能な部門はオンライン会議ツールなどを活用し、生産
性を担保しながらテレワーク化を実施

・今後の広がり方や収束時期等は不確実性が高いものの、最新の
状況を踏まえての取締役会、経営会議等における意思決定、業績
予想等の策定

システム障害

自然災害、人為災害、テロ、戦争等に伴うシステム障
害の発生

⇒サービス提供が困難になる可能性

中 中長期 大
・サーバー等を外部ベンダーに依拠し、システム構築リスクを低
減。外部ベンダーでのシステム障害発生時も事業継続が可能な
バックアッププランを策定し対応

競合他社の状況

競合参入による当社の事業領域における競争の激化

⇒求職者や飲食事業者からの相談や申込の減少によ
り、サービス継続が困難になる可能性

中 中長期 中 ・当社サービスの認知度の向上やサービスの差別化を図り、顧客
に必要とされるポジショニングを確立

求職者の集客

当社サービスを利用する求職者の獲得が想定を下回る

⇒依頼主である飲食事業者からのニーズに応えられ
ず、当社の財務状況及び業績に影響を及ぼす可能性

中 中長期 中

・当社の求人サービスを利用いただける価値を提供し続けていく
ように対応

・インターネット上の集客ノウハウの蓄積

検索エンジン

インターネット検索におけるアルゴリズム変更による
検索結果の表示順位の変更や、新たな検索エンジンの
主流化

⇒当社の集客に影響を及ぼす可能性

低 不明 中
・SEO対策等の必要な対策を実施

・インターネットを介さない集客チャネルの開拓

リスク情報
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認識するリスクとリスク対応策
リスク情報

項目 主要なリスク 顕在化の
可能性 時期 影響度 リスク対応策

資源環境の変化
及び国際的な漁獲制限

異常気象や天候不順、水産資源の枯渇化、漁獲
状況等による影響の他、国際的な漁獲制限が行
われる。

⇒連結子会社であるきゅういち株式会社におい
て、原料である魚介類等が不足し、市場価格な
らびに需給バランスが崩壊することで、原料価
格の上昇および調達が困難になる可能性。

中 中長期 大

・新たな仕入先の開拓・拡大

・取扱品目の拡張

・長期保存可能な冷凍加工技術・設備の導入

魚介類の消費変動

一般消費者の生鮮魚介類の購入量は安定的に推
移しているものの、購入額は減少傾向にあり、
一方で世界の魚介類の消費量は増加し、一部の
魚介類に対する漁獲量の制限の動き、魚価の高
騰の兆候もあることから、我が国における魚食
文化の後退による魚離れ、人口減少による生鮮
魚介類購入額減少の加速など、これらの傾向が
持続、または急激な変化が発生。

⇒連結子会社であるきゅういち株式会社の業績
に影響を与える可能性

小 中長期 中

・従来の卸販売経路に加え、新たな販売経路・卸先の開拓・
拡張。

・取扱品目の拡張

項目 主要なリスク
顕在化

の
可能性

時期 影響度 リスク対応策

求人企業と求職者の
適正なマッチング

求職者に適した求人企業の候補抽出等のシステム化に
よるサポート及び効率化等を推進することにより、適
正なマッチングの実施及びその精度向上を図る中で
の、マッチング精度の低下による人材紹介にかかる成
約率の大幅な低下、早期退職の著しい増加、その他ト
ラブルの発生。

⇒当社事業の収益性低下や信頼性低下等が生じ、当社
の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性

中 中長期 中

・求人企業には、採用の背景、求めるスキル、経験を十分にヒア
リングすることで、紹介後ならびに入社後のギャップの最小化を
図る

・求職者には、本人のキャリアプランに沿った求人の紹介を行う
ことで、当社の介在価値を発現させ、入社後もしっかりとしたサ
ポートを行うことで、マッチングの精度を上げる

個人情報保護

事業運営上、登録求職者にかかる多数の個人情報につ
いては、利用目的を明示し承諾を得た上で取得し、当
該範囲でのみ利用しているが、何らかの理由により個
人情報等の漏洩や不正使用等の事態が発生。

⇒当社及び事業サービスに対する信頼性の著しい低
下、顧客からの損害賠償請求等が生じ、当社の経営成
績及び財政状態に影響を及ぼす可能性

中 中長期 大

・個人情報の適正な取扱い及び安全管理を推進のため、「個人情
報保護規程」を策定、従業員への教育及び適正な業務運営の徹底

・プライバシーマークの認定取得を行う等の情報管理体制の強化

・損害保険への加入、万が一の経済的損失へのリスクヘッジ対応

資源環境の変化
及び国際的な漁獲制

限

異常気象や天候不順、水産資源の枯渇化、漁獲状況等
による影響の他、国際的な漁獲制限が行われる。

⇒連結子会社であるきゅういち株式会社において、原
料である魚介類等が不足し、市場価格ならびに需給バ
ランスが崩壊することで、原料価格の上昇および調達
が困難になる可能性

中 中長期 大

・新たな仕入先の開拓・拡大

・取扱品目の拡張

・長期保存可能な冷凍加工技術・設備の導入

魚介類の消費変動

一般消費者の生鮮魚介類の購入量は安定的に推移して
いるものの、購入額は減少傾向にあり、一方で世界の
魚介類の消費量は増加し、一部の魚介類に対する漁獲
量の制限の動き、魚価の高騰の兆候もあることから、
我が国における魚食文化の後退による魚離れ、人口減
少による生鮮魚介類購入額減少の加速など、これらの
傾向が持続、または急激な変化が発生。

⇒連結子会社であるきゅういち株式会社の業績に影響
を与える可能性

小 中長期 中
・従来の卸販売経路に加え、新たな販売経路・卸先の開拓・拡張

・取扱品目の拡張
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認識するリスクより除外したリスク項目

認識するリスクとリスク対応策

項目 主要なリスク
顕在化

の
可能性

時期 影響度 リスク対応策 除外理由

継続企業の前提
に関する重要事

象等

2021年11月期において、COVID-19の
感染拡大による売上高の急激な落ち込み
により、

・338,705千円の営業損失
・342,762千円の経常損失
・422,706千円の当期純損失　を計上

COVID-19の収束時期が見通せないこと
により、実体経済に与える影響の長期化
が予測される

⇒今後の売上高の見通しも不透明であ
り、2022年11月期においても重要な営
業損失、経常損失及び当期純損失の計
上、および営業キャッシュ・フローがマ
イナスの可能性

中 中長期 中

・徹底的なコスト削減

・資金確保

・事業黒字化

2022年7月14日に発表した適示開示の
通り、2022年11月期 第2四半期におい
て、「継続企業の前提に関する重要事象
等」の記載は解消。

※「継続企業の前提に関する重要事象
等」の記載解消に関するお知らせ
（2022年7月14日開示）

金融機関との金
銭消費貸借契約
書における財務

制限条項

借入金の一部に以下の財務制限条項が付
されている

・経常損益を２期連続赤字計上しない

⇒当該条項に抵触し、かつ貸付人の請求
がある場合、当社は当該契約上の期限の
利益を失うため、ただちに債務の弁済を
するための資金の確保が必要、当社の財
政状態及びキャッシュ・フローに影響を
及ぼす可能性

中 短気 中

・22年11月期のキャッシュフローの改
善及び黒字化の達成

・複数の金融機関との取引の継続と長期
資金の調達

・新株予約権の行使

財務制限条項が付されていたコミットメ
ントライン契約（2022年2月末時点残高
300百万円）について、当該契約の借入
金を2022年３月に全額返済し、新たに
当座貸越契約を締結のうえ同額の借入を
した結果、当社の借入金に係る財務制限
条項に抵触するリスクは解消。

※その他のリスクや対応策の詳細については、有価証券報告書の「事業等のリスク」をご参照ください。

https://ssl4.eir-parts.net/doc/6558/tdnet/2157129/00.pdf
https://ssl4.eir-parts.net/doc/6558/tdnet/2157129/00.pdf
https://ssl4.eir-parts.net/doc/6558/tdnet/2157129/00.pdf
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● 本資料の作成は、情報提供のみを目的として当社が作成したものであり、当社の有価証券の買付
または売付の申込の勧誘を構成するものではありません

● 本資料には、将来の見通しに関する記述が含まれています。これらの記述は、当該記述を作成し
た時点における情報に基づいて作成されたものにすぎません。さらに、こうした記述は、将来の
結果を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。実際の結果は環境の変化
などにより、将来の見通しと大きく異なる可能性があることにご留意ください

● 上記の実際の結果に影響を与える要因としては、国内外の経済情勢や当社の関連する業界動向等
が含まれますが、これらに限られるものではありません

● また、本資料に含まれる当社以外に関する情報は、公開情報等から引用したものであり、かかる
情報の正確性、適切性等については当社は何らの検証もおこなっておらず、またこれを保証する
ものではありません

● 本資料は2024年2月下旬頃にアップデートの開示を行う予定です。


